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災害時の情報はどのような方法で発信されるだろうか。テレビやパソコンの電源が落ち
ると声やマイクを使用した音声による情報伝達が中心になる。そして，聴覚障害者は情報
の入手が困難になる。健聴者と区別のつかない外見も災いする。我々は，2006年から，停
電時にも使用可能な情報表示システム（表示器）を利用した聴覚障害者のための災害情報
配信システムを開発し，その後改良を重ねてきた。その過程で実施したアンケート及びヒ
アリング結果からは，この仕組みが聴覚障害者だけでなく高齢者，健聴者，ひいては外国
人にも有用である可能性が判明した。そして，ユニバーサルという点を意識した場合，仕
組みだけでなく，そこに載せる日本語の課題も明らかになってきた。本稿では，12年とい
う長期スパンで改良を重ねる中で実施してきた実証実験成果を中心に，情報化社会におい
てかえって重要性を増す災害時の情報伝達における課題に関して述べる。
．は じ め に
「災害時」とはどのような時を指すのか。災害対策基本法
1)
によると，「暴風，竜巻，豪
雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津波，噴火，地滑りその他の異常な自然現
象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令
で定める原因により生ずる被害」（第条の）であり，自然災害はもとより大規模な火事
や爆発や事故など多岐にわたる被害も含む。したがって，それに関連する情報も多種多様で
あり，且つ地域により異なり，また時間経過によって変化する。本稿ではこのような様々な
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1) 『災害対策基本法』，最終更新：2016年月20日公布（平成二十八年法律第四十七号）改正
（http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=336AC0000000
223&openerCode=1#A）。
状況における情報の伝達に関して考える。また，災害時に関しては幾つかの区分方法及びそ
れに対する対応が考えられている。たとえば，東京都福祉保健局の「災害時医療救護活動ガ
イドライン｣
2)
では，フェイズ 発災直後（発災〜時間）， 超急性期（〜72時間），
急性期（〜週間程度）， 亜急性期（〜か月程度）， 慢性期（〜か月程度）， 中
長期（か月程度〜）と区分している（図 1-1 ）。また「災害医学と災害医療｣
3)
や「災害医
療のあり方と今後の展望｣
4)
には，図 1-1 に示す簡略化された災害のサイクルが示されてい
る。本稿は，図 1-1 に示す災害発生直後から慢性期までを対象とした情報伝達のあり方につ
いて述べる。
発災直後急性期には災害発生に伴い即時必要な避難情報が，慢性期には避難所生活におけ
る諸情報，自宅にいる場合でも，給水車の到着などライフラインに関わる情報は人々にどう
伝わるのか。図 1-2 に，メディア・装置による情報伝達の性質の違いを示す。情報を伝える
メディアは，大きく分けると，聴覚（音声）と視覚（文字，図形）に分けられる。音は，ス
ピーカーやハンドマイクのようなデバイスを経由して届けられ，文字・図形は，紙に書いた
り印刷物を配布したり掲示したり，または，電子的に液晶や LEDを利用した表示器に表示
される。音の特徴としては，広域・全方向に届くというメリットがあるが，一過性であり，
あとに残すことができない，という欠点がある。これに対して，紙や表示器に表示された文
字・図形は，見られる範囲が限られ，見る方向も限定されるという欠点があるが，残るた
め，あとで見直したり，電子的表示器では，再表示したりすることができるというメリット
がある。このため，災害時には，これらを有効に組み合わせて利用する必要がある。本稿で
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2) 東京都福祉保健局『災害時医療救護活動ガイドライン』2016年月（http://www.fukushihoken.
metro.tokyo.jp/iryo/kyuukyuu/saigai/guideline.files/1shou_guideline.pdf）。
3) 日救急医会誌（1995）6号，295-308ページ。
4) （一般財団法人）消防防災科学センター，№ 59（2000冬号）	章。
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は，聴覚障害者の支援を念頭に置いているため，文字・図形を電子的な表示器に投影するこ
とを念頭に，以下の議論を進める。
通常時，人々は音声，画像，その複合，具体的な手段としては構内アナウンス，テレビ画
面や音声，スマートフォンによる通知など多くの方法で情報を受発信する。一方，災害時に
は，テレビや構内表示などがダウンし，スマートフォンはトラフィックの急増により，イン
ターネット使用や通話がしにくい状況になる。加えて，災害が広域に起きた場合であっても
その被害状況は地域により異なる。テレビなどの広域の情報は必ずしも役にたつとは限らな
い。どこで火災が起きているのか，どこに避難すればよいのかは，地域によって異なる。こ
のような状況下，通常の，映像も含む電子機器に代わって用いられるのは，「逃げろ！」「そ
っちは危険だ！」というような大きな声，その後も「給水車が来ました」など，マイクを中
心とした音声情報になる。障害者に通常時寄り添うような介助者は災害時には，少なくとも
急性期には寄り添っているとは限らない。特に音声情報に対応できないのが聴覚障害者，外
国人（日本語の音声が理解できない，理解しにくい）が置きざりにされがちである。それま
で視覚により入ってきた情報が災害時には途絶える。聴覚による情報が取得できないという
ことは災害時には大きなハンディとなる。加えて，外国人に比べても，日本人の聴覚障害者
は健常者との区別がつきにくい。また，聴覚障害者は多くの視覚障害者が有している白杖の
ように外からわかりやすい補助手段を使用していない。都市化の進む日本ではもはや知り合
いの中だけで暮らす生活ではなく，聴覚障害者は障害者と知られることさえ遅れ，ライフラ
インに関わる情報の取得に大きな課題がある。1995年の阪神淡路大震災の後の国立病院機構
災害医療センターによる調査（n ＝148）（矢部 2009）によると，災害発生直後に情報取得
できた聴覚障害者は調査被験者の58.1％であった。残りの41.9％は情報入手に半日以上かか
っており，中には週以上（3.7％）という聴覚障害者の回答もあった。
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図 1-2 情報伝達とメディア・装置の関係
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2006年度の厚生労働省による身体障害児・者等実態調査
5)
でわかっている日本の聴覚障害
者数は，18歳以上で34万3,000人，18歳未満で万5,800人が聴覚障害者である。この数字だ
け見た場合，聴覚障害者数は国民のおよそ1,000人に人ということになり，少数者と言え
るかもしれない。しかし，災害時にはこの数を上回る聴覚に問題を持つ人々，そして日本語
の音声を聞いただけでは理解できない外国人が被災すると考えられる。「老人性難聴」を抱
える人々は上記の調査対象外であり，具体的には高齢者を中心に障害者手帳を持たないが補
聴器を使用している高齢者は80歳以上の10％を超え，65歳以上の高齢者全体の中では約割
がおよそ軽度以上の難聴であると概算しているという調査結果（水野 2009）がある。加え
て，昨今増加の一途をたどる外国人観光客や在日外国人には日本語の音声によるアナウンス
は理解されにくい。
発生直後及び急性期の避難情報はもとより，その後も課題は残る。慢性期に起こる課題と
して，災害時の心的，身体的状況に加え，避難所のざわざわした環境の中で，補聴器着用の
高齢者，難聴者も含め，聴覚に頼った情報は受け取りにくくなる。補聴器の特性として，雑
音が多く，体育館などの場所におけるハウリングなども影響し，避難所では通常以上に聞き
取りに困難を感じる人は増える。また，補聴器の電池は〜週間しかもたないので長期の
避難所生活の途中で電池が切れてしまうこともありうる。先の国立病院機構災害医療センタ
ーによる調査結果では，避難所では割が補聴器を使えず，口頭の説明は割がわからなか
ったという結果であった。加えて，健常者であっても，非常時の精神状況の中，音声とい
う，発進時以外形の残らない媒体は，聞き逃し，忘れなどもあり，またそれを避けようとい
う緊張を被災者に強いることになりかねない。このことから，視覚による確認，データの保
存は健常者にも有効であろうと想定される。外国人の場合，観光客は，災害の急性期には在
住者とともに動くが，慢性期には帰国できる。一方日本で生活する在日外国人は避難所で日
本人とともに生活することになる。このような人々に対しても，音声のみの放送に加え，視
覚に訴える表示は有益であると考えられる。
聴覚障害者を第ターゲットとし，その後の広がりとしてユニバーサルな使用を含め，視
覚情報の伝達システムを伊藤が開発，平松は調査内容の設計，調査，結果の集計分析及び改
良のために必要な要素抽出などを担当した。今回は，開発したシステムを利用した調査及び
その結果を中心に考察する。
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5) 厚生労働省（2006）『身体障害児・者実態調査結果』（http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/
hw/shintai/06/dl/01_0001.pdf）。
．先 行 研 究
震災時における聴覚障害者の情報授受の課題に関しては「震災時における聴覚障害者の情
報授受の課題─人と人との関わりとコミュニケーションの視点から─」（川内 2011），「緊急
災害時における聴覚障害者の情報保障支援の状況分析」（森本・松﨑・米山・中村）などの
調査・研究報告がある。一方で，災害時の聴覚支援のシステムとしては既に「CS放送を活
用した聴覚障害者向け緊急災害時通信・放送システムの取り組み」（大嶋 2002）がある。こ
の論文では，災害時には，小さい地域に絞った状況，列車，道路状況など，通常時にテレビ
やラジオにある一般放送に字幕・手話をつけただけでは不十分である点を指摘している。情
報補完のために緊急時，聴覚障害者が認識できる緊急信号の個別送受信機能（フラッシュラ
イト，バイブレーター，シルウォッチ，携帯電話で受信），リアルタイム字幕送信，PIPア
ダプターによる放送番組への一画面字幕・手話付与合成に加え，現地からの中継の点を提
案し，システム及び組織連携の下，実際に聴覚障害者の自宅及び聴覚障害者情報提供施設，
大規模な実証が実施し，成功を収めたという報告がなされている。しかし，システム及び組
織連携に関して，いつ起こるかわからない災害時のために通常時から大掛かりな連携を想定
する難しさがあると考えられる。その後，「アイ・ドラゴン」を使用した実証（佐藤 2017）
「目で聴くテレビ」を受信するアイ・ドラゴンⅢを持っている聴覚障害者・施設では，これ
により地震情報を一般視聴者と等しく得ることができた。しかしテレビの情報受信の話であ
り，狭い地域の情報，また避難所における給水車の到着など個別対応ができる仕組みではな
い。
また，聴覚障害者ではなく，本稿では拡大ターゲットに位置付けられる外国人旅行者向け
としては災害時情報提供アプリ「Safety tips｣
6)
がある。2014年10月から観光庁が提供を開始
した外国人旅行者向け災害時情報提供アプリで，対応言語は言語（英語・中国語（簡体字
/繁体字）・韓国語・日本語）で国内における緊急地震速報及び津波警報，気象特別警報，噴
火速報をプッシュ型で通知できる他，周囲の状況に照らした避難行動を示した避難フローチ
ャートや周りの人から情報を取る仕組みである。こちらは，観光客への認知度，アプリイン
ストール数の課題がある。日本に来る人々に対して，災害の危険性を述べ，アプリインスト
ールを促すことのハードルは高い。大規模災害を想定してまで観光に来るのかというだけで
なく，日頃から地震，津波などの災害にあまりあったことのない国からの観光客の認識と地
震国日本の住民の災害認識は異なる。
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6) RC Solution co. “safety tips” (https: //play.google. com/store/apps/details? id=jp. co. rcsc. safety
Tips.android&hl=ja).
これまでの聴覚障害者対応の災害時の情報システムの主な課題としては，テレビがついて
いる状況下で，テレビが扱う中広域の情報のみの受信が中心であること，携帯メールへの受
信があるが，災害時，特に発災直後には，携帯ネットワークが途絶したり，避難が重要であ
るため，携帯を取り出して見たりする余裕はなかなかないのが実情である。また，無線 IP
電話や IT防災システムは障害者対応でない，言い換えれば，「職員室で火事になったので，
避難は＊＊側の通路からおこなってください」とか「昼食が配られます」など，その場でマ
イクで話すような情報の補足ができていない点が課題である。
．開発システム
3-1 開発の経緯
国立病院機構災害医療センターによる阪神淡路大震災後の調査によると，死者6,433人
7)
のうち半数は援助が必要な障害者や高齢者など「災害時要支援者」であった。この報告を受
けその中から特に音声中心の災害時の情報発信の際に著しい情報の遅延と不利益を被る聴覚
障害者を対象に，2007年からプロジェクトを始動，2008年より公益財団法人テクノエイド協
会の助成を受け，「災害時における聴覚障害者の情報支援システム」の開発が始まった。同
年の神戸における実証の結果，有効性が認められ，システム改善後2008年にはモニター調査
として東京都心身障害者福祉センターにおいて，執務室内及び聴覚障害者の自宅使用をそれ
ぞれか月実施した（図 3-1参照）。2009年には上記継続事業として国立障害者リハビリテ
ーションセンターにて，実際に診療中の耳鼻咽喉科受付に設置し実証事件及びアンケート調
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7) 「阪神・淡路大震災の概要」内閣府（http://www.bousai.go.jp/kokusai/wcdr/info/index.html）。
図 3-1 2009〜2010当初の調査範囲
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査を実施した。2011年には，危機管理センターにおけるパンデミック対応の実証試験を実施
し，人が対応できない時の情報伝達の機器としての救急病院での対応も検討した。また，
2012年から，宮城県立聴覚支援学校にて長期の評価試験を実施し，検証を続けている。
3-2 開発システム概要
⑴ 当初システム概要
2007年，携帯端末から Bluetoothを用い，表示器に情報発信を行うシステムを開発した。
図 3-2 の上部の構成である。神戸における実証実験，その後の東京でのイベント時の使用を
経て，その結果に基づき，2008年東京都心身障害者福祉センターにおいて，執務室内及び聴
覚障害者の自宅使用時のシステムを開発した。この際のシステム構成は図 3-2 の通りであ
る。携端末またはパソコンから文字入力を行い，その情報がブザー音とともに表示される
（ブザー有無を選択できる）。通常時はニュース発信などの掲示板として使用し，災害時（急
性期）には，インターネット接続なしで携帯端末と表示器の間で Bluetoothを使用した発信
を行う。表示器にはスクロールでインターネット環境が復帰した状況下では，被災地域の視
察する中から避難所の責任者に状況を発信する。それを受けた責任者が表示器に情報を掲示
など，インターネット使用，Bluetoothによる近接通信の双方を使用することで，災害時の
急性期，慢性期双方を通じて使用可能な仕組みとした。
災害時には避難所におけるシステム展開となるが，災害時に使用するためには，通常時の
使用に耐えることが理想的である。機器の状態に関しては，通常時未使用なものは年回程
度の点検はするとしても，いざ使用しようと思った際に動作するかは確実とは言えない可能
性がある。情報発信者に関しては普段使用しないものを緊急時に急に使用しても操作法に戸
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図 3-2 2010年実証時のシステム概要
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惑う可能性がある。普段使用しない機器は部屋の隅に置きがちである上に，もし見やすいと
ころに置かれてあったとしても，情報受信者は普段見ていないものに急に目をやるとは限ら
ない。
したがって，2008年の東京都心身障害者福祉センターにおける実証時には執務室では所長
が情報発信者となり，朝礼，出先からの連絡，その日の行事の確認など掲示板代わりに使用
した。一方自宅では，小型版の表示器を使用し，通常時にはニュースが流れ，緊急時には災
害支援の施設と同じサーバから情報が流れるように設定した。
図 3-2 の自宅の部分に関しては，2008年の実証時のみで，それ以外は施設内における使
用，主に携帯端末からの送信を実施した。なお，図 3-2 では PCと携帯端末の双方から情報
の入れ込みが可能となっている。避難所の責任者が PCから情報発信するという場面に加
え，災害時には動きながら現場での対応を行うため，携帯端末からの発信を想定した。な
お，受信側の携帯端末から Bluetooth 通信を利用し，10m以内に設置した LED表示器に掲
示をする仕組みである。表示器を LEDとしたのは消費電力を抑えるためである。また，表
示器にはバッテリーを別途装備し，緊急時に半日程度の使用を想定し，電力の供給が途絶え
た中でも使用可能な仕組みとした。表示器は壁に設置する形での実施も行ったが，様々な場
での使用に耐えるように移動可能な仕様とした。自宅用のものは卓上式でテレビの横に設置
できる程度の大きさ（250mm(w)×65mm(H)×200mm(D)）のものとした。表示は当初は
スクロール式のみとし，施設用，自宅ともに文字が流れるように設定した。スクロール速
度は利用したパネルの最高速に設定した（約文字/秒）。表示する文字の色に関しては，通
常時は被験者が見やすいと回答した色で，かつ緊急時には災害発生時の煙の中でもっとも光
が遠くまで届く
8)
と言われる「赤」を使用することとした。
図 3-3に端末画面を記載した（2009年当初はフィーチャーフォンを使用）。また，インタ
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図 3-3 使用端末の画面
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ーネットが使用しにくくなる災害時を想定し，館内で複数機器はアドホック通信により一斉
配信を行うこととした（図 3-4参照）。
⑵ 現状使用システム
2008年から10年，使用端末自体もフィーチャーフォンからスマートフォンになり，音声入
力や自動翻訳機能なども充実してきた。また，表示器自体の軽量化，低価格化などを実現し
てきた。図 3-5に現状の災害時要支援者情報支援システムの概要，図 3-6 にハードウェア構
成，図 3-7にシステム構成図を示す。
図 3-5は通常時の使用の全容であるが，災害時にインターネット接続が難しくなった環境
では，携帯端末から表示器にWiFiを利用したローカルな通信を行う。また，表示器間は，
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8) 「光の色と見えやすさ，体の影響」，LED 照明の Aplight（http://www.aplight.net/mieyasusa.
html）。
図 3-4 Ad Hoc 通信を使用した一斉配信
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図 3-5 災害時要支援者情報システムの概要
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地震発生 ! !
アドホックネットワークを構築し，任意の表示機に情報を表示し，周りの人々に情報を送る
という点は以前のものと変わらない。携帯端末から表示器への通信可能な距離は，人の混雑
など条件により異なるが，10〜20m程度になる。一方で，ネットワークが利用可能な場合
は，GCM（Google Cloud Messaging）を使用し，自動でクラウドからの情報をアプリが受
信し，表示器に表示することも可能である。2017年度の機能改修により，表示器間の通信
は，WiFi利用から，BLE（Bluetooth Low Energy）の Advertisementを利用する方式に切
り替えた。WiFiを利用したアドホックネットワークの場合，安定した通信距離は20m程度
となるが，実証実験を行っている宮城県立聴覚支援学校は，約50mの廊下本で構成され
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図 3-7 システム概要
図 3-6 ハードウェア構成
CPU
るロの字型となっており，隅に表示器を設置するとして50mの通信距離が必須となる。
BLE Advertisementを利用した場合，これまでの経験から50〜100mの通信が可能であるこ
とが確認できており，この機能を利用することでより安定して長距離の通信を行うことが可
能となる。2016年から BLE Advertisementに無線装置を交換するための開発を行ってきた
が，2017年，基本部分を完成することができた。また，この到達性の高さを利用し，これま
で課題であった階間での通信も実現することができた。
⑶ 表示器本体とその改良
表示器本体は，2008年当初は壁掛け型を作成（図 3-8参照），その後地震の際の落下防止，
また使用用途によって移動も考えられるため，足つきに変更した。図 3-9は2009年の躯体。
表示器が大きめで30kgあるが，下により重量のあるバッテリーを置くことで安定を保つこ
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図 3-8 表示器型及びバッテリー 図 3-9 型表示器
図 3-10 表示器型
とが可能である。またこの後に表示器の軽量化があり，表示器そのものに可動式の足をつけ
た現在の形となった（図 3-10参照）。現状は16×16dots，120×960mmの躯体でサイズも少
し小さくなってはいるが，重量は2.5kgと，1/10以下になった。フルカラー LEDの利用に
より，色は赤，緑，青，黄が切り替えで示せる。
．実証概要及び評価結果
イベント時の使用に始まり，執務室，自宅，病院，学校と様々な箇所に置いて，また日常
使用，災害時使用，イベント後方使用，パンデミック対応など使用シーンも様々に実証を重
ねたが，その都度アンケートを実施し，ユーザの声を集めた。以下にその結果を述べる。
4-1 神戸における実証
⑴ 実 施 概 要
実証及びアンケート実施日：2007年月17日
実施対象：兵庫県立聴覚障害者情報センター及び尼崎聴覚障害者センターの聴覚障害者及び
関係者
総数：12（うち聴覚障害者 11）人：女性人 男性人，全員が阪神淡路大震災の体験者
聴覚障害：なし人 級人 級10人
⑵ アンケート結果
開発システムの必要性に関しては「あり」と回答したのは12人（100％），「なし」人
（0％），文字サイズや内容量，明るさに関しては12人中11人（91.67％）が評価有用性を評価
した。字が小さいという意見が人（16.675％）からあった。また，ヒアリングの中では，
高齢の聴覚障害者の中には文字の読み取りが難しい人もいるという指摘があった。聴覚障害
者に対する昔の教育は充実していたとは言いがたく，識字に関して特に配慮ある教育が受け
られなかった。したがって識字できない高齢者もいるので，絵の表示も検討してほしいとい
う意見である。また，緊急時用の表示板であるが，パニック時，緊急時に目がいくために
は，日常使用していて，いざというときにすぐ見られるものであることも条件となるが，通
常使用に関しては，「時計」が第に求められた（設計者想定及び，アンケートで12人中10
人の支持）。他に見たいものとしては「ニュース」という要望が多くあった。
価格に関しては，選択式での回答を求めたが，「日常生活用具」（/公費補助）にして
ほしいという欄外記載が名，「安くして」という記載がつあった。生活に必要な基本的
な器具として認めてほしいという声である。また，聴覚障害はコミュニケーション障害でも
あり，このような情報は必要だが，そもそもの PCなど機械操作に通じていない人が多いと
いう指摘があり，使いやすい簡単なものを求める意見もあった。他に，震災時の体験から，
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機器の電源（日以上），強度，耐水性を求めた意見，自治体に助成の検討などを求める声
があった。
このような聴覚障害者の意見を実現するためには，聴覚障害者自身への機器の説明ととも
に，実際の運用を可能にするためには自治体関係者へのアピールが必要になってくる。この
際，担当者は専門知識を有する場合でも聴覚障害専門家だけとは考えられず，健常者である
ことも考慮して機器の必要性からまず正確に伝えることが必要である。そのためには，①
多くの聴覚障害者からの支持と意見収集，②聴覚障害者のおかれた状況の現状説明のデー
タや具体的な説明が必要である。その後の機器の開発研究においてこの点にも注力すること
とした。
また，特にアメリカと比較した場合には，法的な整備が不足している。アメリカでは1992
年にアメリカ障害者差別禁止法（The Americans with Disabilities Act
9)
）が制定されてい
る。十分とは言えないが，少なくとも障害者は不満がある場合には裁判に訴えるなど積極的
に行動することができる。日本の場合，今回のような機器の導入は各市町村単位が導入の決
定をする。したがって，置かれた障害者の状況は同じであっても，導入に関してはそれぞれ
の自治体対応をせねばならず，販売個数などを考慮すると，法律など後押しのあるアメリカ
に比べ開発・販売サイドも動きにくい。
なお，機器の内容に関しては，アンケートのほかにもヒアリング結果から，災害時に機器
のありかを気づかせるための LEDフラッシュの組み込みも検討することとした。
4-2 イベント時における実証実験
表 4-1 は，神戸で災害時に開発表示器のような機器の必要性が確認されたことを受け，
型の表示器における実証を行った際の一覧である。2007年	月から2008年月まで年半，
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9) Unite States Department of Justice Civil Rights Division, “Information and Technical Assistance
of The Americans with Disabilities Act” https://www.ada.gov
表 4-1 表示器型実証
9 室内 雨
61 屋外 曇り
被験者数
2008年月17日
実施場所
2008年月13日
天候
2007年	月12日
130合計人数
(夜)屋内342008年月17日
晴れ屋内132008年月13日
13 屋外 晴れ
実施日
回にわたるデモンストレーションは，聴覚障害者を含む車内，聴覚障害者をターゲットと
したイベント時の調査であるが，視覚に訴える表示器であるため，見え方の条件を変えて実
証を行った。屋内外，また天候によって画面の見えやすさは異なる。夜と昼に関しても屋内
で実証を行った。なお，情報発信開始時にはブザー音とフラッシュ点灯する機能を追加し
た。
130人の評価結果は図 4-1 の通り「とても役に立つ」と「役に立つ」を合わせると87％で
あり，聴覚障害者と高齢者にとって表示器は有用であるという回答であるが，併せて図 4-2
にあるように健聴者にとっても「役に立つ」という回答が77％あった。聴覚障害者にとって
の機器であるが，健聴者にも使用の可能性が広がった。
なお，文字の大きさに関しては69人が改善を求めた。具体的には，10人は大きすぎると回
答し，59人は小さすぎると回答した。表示器の場合，どの位置から見るかによって大きさの
認識が異なる。近くから見れば大きすぎるが，遠ければ小さい。したがってこの実証の結
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図 4-1 聴覚障害者や高齢者にとっての表示器の有用性（2007〜2008実証実験結果より)
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図 4-2 健聴者に対する表示器の有用性（2007〜2008実証実験結果より)
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果，表示器のサイズに関しては実際の設置箇所とそれを見る人との位置関係を配慮すること
が必要であることを確認した。
4-3 東京都心身障害者福祉センターにおける実証実験
⑴ 実 施 概 要
これまでの調査結果を踏まえ，より実用に供するものとして，聴覚障害者を含む日常環境
の中で役立つ，販売対応可能な機器とするための一定期間使用した際の評価をこの回は目指
した。汎用とすることで価格設定の低下を実現できるだけでなく，公共施設などでの使用を
促し，聴覚障害者にシームレスな情報提供を実現する可能性が出る。聴覚障害者のみではな
く，家庭にあっては家族に，職場にあっても周囲の人にも有益な機器とすることで汎用を目
指す。
今回の調査では，聴覚障害者・高齢者・健常者という対象者別の視点より，機器の仕様が
想定される「場」として，①オフィスや公共の場，②自宅という，シーンに分けたモニタ
ーを中心に実施した。
以下点がポイントとなった。
①モニター対象者は聴覚障害者のみではなく，聴覚障害者を含む，健常者もいる空間と
した。この中での使いやすさの調査を行った。
②モニターは一時的なものではなく週間という長い期間を通じたものとして，常用の
可能性を調査することとした。
 評価期間：週間
Ａ 大型表示器 2009年月19日〜2009年月13日
Ｂ 小型表示器 2009年月19日〜2009年月14日
 モニター対象者：15人
Ａ 公共施設設置時の利用評価・・・大型表示器 12人
東京都心身障害者福祉センター執務室・・・勤務者（聴覚障がい者人，健聴者10人）
執務室内情報発信者人
Ｂ 自宅設置時の利用評価・・・小型表示器 人及びご家族（個人宅）聴覚障害者人及
びご家族
⑵ 機 能 仕 様
表示方式はスクロール表示，LED フラッシュ点灯，ブザーを併用。受け取りメッセージ
数（蓄積量）はそれぞれ災害時連絡メッセージは20件，一般連絡メッセージは10件，ニュー
スメッセージは10件まで蓄積可能とした。何もない時は時計として現在時刻を表示した。
なお，上記の情報は重要度に応じ，以下の優先順位で表示し，優先切替を行う。優先順位
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の高い順に災害時連絡メッセージ，一般連絡メッセージ，ニュースメッセージとした。
⑶ 実 施 結 果
大型表示器（心身障害者福祉センター用），小型（個人宅用）に関して，か月の期間中
に各回のアンケートを実施した。
 大型表示器（心身障害者福祉センター執務室）
心身障害者福祉センターの中に情報発信者を人置き，所内情報の発信を行っていただい
た。内容はセンターにお任せしたが，所内管理者のスケジュールなどであった。執務室内に
おいては，センターの希望により，通常時はブザーは使用しなかった。通常時の所内情報に
関しては「有益」，「参考になる内容もある」を足すと77％のプラス評価があった，「害にな
らない」という容認派を加えると93％であった。日常の使用の自由文の発信・表示の有効性
は高い。日常的な使用は「時計でよい」という回答が83％を占め，この使用を肯定された。
なお，「他がよい」という回答の内容は「局内，所内ニュース」であった。現在併用の内容
である。通常の表示は時計と所内情報という点は肯定的に捉えられた。回目の総合調査で
は，使用期間中評価はあまり変わらないと回答者自身は答えているが，実際表示機の評価の
全般を示す「見やすさ全般」という項目に関して周辺勤務者10人の各回の評価を表にまとめ
ると，段階中4.00見やすいと評価した回答者の割合が増え，逆に見づらいと回答する回答
者が回のうちに減少した。平均でいうと，回目の調査の際は段階中2.66であった評価
は，回目では3.50に向上している。表示の場所を始め，提示している内容や条件はか月
変わらないのに，時を経るとともに，回答者自身の自覚とは別に評価は向上している。見慣
れることの効果である可能性がある。
 小型表示器（個人宅）
表示に関する基本事項の評価は大型より総じて非常に高かった。人及びその家族の回答
であり，明るさや文字のサイズは全員が現状を評価し，見やすさに関しても執務室の最高が
3.50であったのと比べると3.73と高く評価されている。なお，使用後のヒアリングにおいて
は，「ニュースは家族にも見やすいと評判がよかった。」「地震は発生後15分が生死を分ける
と聞いた。このときにどういう情報を流せるか，避難できる情報にしてほしい。地震速報に
も対応してほしい。」という意見があった。
今回の執務室での日常使用は災害時に避難所となる福祉センターにおける日常使用の可能
性を後押しする結果となった。また，個人宅での使用も被験者数は少ないが，通常時の時計
使用やニュース発信で聴覚障害者以外の家族にも受け入れられたという点で意味がある。
4-4 国立障害者リハビリテーションセンター病院における実証実験
聴覚障害者及び高齢者の利用する場所として，2010年国立障害者リハビリテーションセン
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ターの病院において，通常時の使用に関して実証実験を行った。病院の呼び出しには今でこ
そ掲示板も用いられるようになったが，音声呼び出しが中心であった。当時，実証実験を行
った病院では，聴覚障害者の受信時には，看護師，または看護補助のスタッフが個人対応で
順番になると患者を医師のところまで誘導していた。医師がボタンつで次のナンバーを押
すことで，待合室の表示器に受信番号が表示されれば，介護補助の手間も省け，医師が介護
補助にスタッフに次の患者の名前を告げ，それから介護補助スタッフが待合室に移動してと
いう時間的なロスをなくすことにも貢献する。受診番号が掲示されていない時には休診のお
知らせや講習会のお知らせなどが掲示される。なお，受診番号の掲示の際は機器の上部に設
置したつの小さなランプが点滅し，ブザーがなる形で注意を促す。聴覚障害の人にとって
ブザーが聞こえない場合でも，付き添いの人や周りの様子も影響するという病院の意見を取
り入れた。図 3-9の型機器の使用である。なお，この型は重量は30kg，大きさは巾
860mm×高さ154mm×奥行き80mm，LEDには文字が掲示される。文字がスクロール
し，最大で1,000文字まで表示可能である。携帯メールの入れ込みのように自由に書き込ん
だ内容を発信できるが，別の方法としてボタンつで緊急時用に発信を行うためのデフォル
トメッセージは20パターンが入れ込める。この実証実験被験者の属性を表 4-2 に示す。
回答者総数は46人。病院を訪れた受診者またはその付添者による回答結果は，図 4-3の通
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表 4-2 回答者属性 病院における実証実験
30〜39 16
20〜29 2
項目 人数
年代
70〜79
860〜69
550〜59
40〜49 2
聞こえない
聞こえ
5未回答
180〜89
7
聞こえに問題はない
14少し聞こえにくい
8聞こえにくい
1
30無
16有
障害者手帳
1未回答
22
りである。色に関しては，未回答者が目立った。フォントサイズ及び明るさに関して改善の
余地が認められた。明るさに関しての課題が出るのは表示器の表面が反射により見えにくく
なることがあるためであると推測された。
4-5 宮城県立聴覚支援学校
災害時に最も必要な場所として聴覚支援学校における日常使用，聴覚障害者，特にその中
でも災害時に援助の必要な児童生徒を対象に実証を重ねた。学校責任者が保持する携帯端末
から表示器に緊急情報を表示，さらにアドホック通信で他の複数の表示器に表示するもので
ある。緊急時対応に関しては宮城県立聴覚支援学校でも課題であるが，大規模な取り付け作
業を要する新規の大型機器の導入は予算，スペースの点で困難であるということである。今
回のシステムでは取り付け作業なしで手軽に即時に多くの人々に情報発信できる点が高く評
価された。また緊急時には教員室に戻って PCからの発信では時間のロスが多いが，通常使
用の携帯端末では現場から即時に状況を伝えられる点が優れていると考えられた。情報受信
者と情報発信者それぞれに行ったアンケート，ヒアリング結果を分析し，その結果を，以下
に報告する。
なお，設置前の教員ヒアリングによると，聴覚障害のみの生徒に加え，実際は複合した障
害を持つ生徒も多い。言葉の読み取りに関して難しさを持つ障害者もいる。聴覚障害という
のはコミュニケーションに問題を持つ障害であり，言葉の習得は健聴者のように乳幼児期に
聞きながら自然にという形を取れない分，難しいということであった。2012年から2014年ま
でみやろう祭における調査，通常時における教員の使用は厚労省科研費の補助を受け実施し
た。具体的には災害時の使用を想定し，廊下に設置した場合の距離やスクロール速度，読み
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図 4-3 病院（耳鼻科）における表示器評価結果
役に立つか
文字の色
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37
やすさなどの調査を行った。その後も続けて使用，実証を行っている。以下に，2016年の実
証結果を記載する。
 2016年 みやろう祭における調査
調査概要：宮城県立聴覚支援学校の学園祭（みやろう祭）において，玄関口及び，階の廊
下（バザー開場前，階段上）の箇所に前述の図 3-10 のように表示器を設置し，生徒，卒
業生，保護者など学園祭を訪れる評価していただいた。2016年度は通常時の使用ということ
で，実際にバザー開催の保護者のご協力を得て入れ込みをして頂き，アンケートを実施し
た。なお，調査に際しては，必要な場合は，手話通訳者の補助があった。評価は階でのみ
行い，階の表示に気づいたかは階で尋ねた。
調査日時：2016年10月15日
回答者数：47人（男性17人 女性30人），年齢 14〜76歳
障害者手帳：有り24人 なし18人 未回答人
調査結果は表 4-3の通りである。
「表示器を見た場所」に関しては，以下は留意事項である。玄関は箇所あり，階段は複
数あるため，全員が表示器設置のある玄関前を通過したとは限らない。また，表にある「
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表 4-3 表示器を見た場所及び評価
 F玄関
33
 F階段上
3
表示器を見た場所
（複数回答含む）
10
 F広場前
13
9
29
1
1
全部読めた
読み取り
44
7
その他
0
 F
6
色
未回答
未回答
1
あまりわからなかった
5
40
1
だいたい読めた
その他
表示器評価
赤
1
緑
遅い
早い
ちょうどよい
速度
未回答
F」は「階」とだけの記載があったものを指し，階の箇所の両方なのか，どちらかな
のかは不明。「その他」というのは，「どこでも見た」「ろう学校」「聴覚支援学校」という回
答であった。
上記内容をグラフ化し，パーセンテージを記載すると図 4-4 〜 4-6 のようになる。
到達点をどこに置くかということにもよるが，色は今回の学園祭のような緊急時でない使
用に関しては緑色（94％）で，読み取りもあまり問題がない（72％が全部読めたと回答）と
いう結果である。詳細に見た場合「だいたい読めた」と回答した人のうち人がスクロー
ル速度が「速い」と回答しており，スクロール速度に関してはこの環境ではもう少し速度を
落とす方がよい可能性がある。今までの実証でもはっきりしていることとして，表示器まで
の距離により速さの感覚は異なる。設置場所と見やすい距離の関係から調整を行う必要があ
る。また，障害者手帳の有無によって回答結果を見た場合，図 4-7のように障害者手帳保有
者の方が速度に関して「速い」と回答した被験者が多かった（人中人）。
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図 4-4 2016年スクロール速度
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加えて，今回のみやろう祭のみの使用ではなく，通常時にときどき教員が表示器使用を行
っている。そして，教員からは全校に一斉配信したいという要望があった。同じ階のみでな
く，高さの違う階にも同じ情報が届くことが必要ということである。
なお，件数は少ないが，携帯端末からの文字入力も保護者や生徒に依頼した。通常の文字
入力と同じなので，スマートフォンになれた生徒も保護者も特段のマニュアルなしに即時に
入れ込み送信ができた。
直接実証結果には関係しないが，バザー開場前の表示器には，バザーの売り子をしていた
保護者が花飾りをつけてくれていた。実証も年目を迎え，自校の機器として積極的に扱っ
ていただけたと考えられる。
．評価結果を受けた改善
5-1 技術的側面
シーンを変えた実証実験の結果を受けて行った機能変更は以下の通りである。（ ）内は，
要望，想定される使用目的。
 長文対応（執務室連絡，学校内朝礼想定）
 色の選択（通常時，緊急時の使い分け）
 ブザー設置（健聴者と場を共有する生活現状への配意，介助者の気づきを促す）
 スクロールだけでなく，画面の点滅による通知
 BLE Advertisementを利用した ad hoc 通信を利用した同じ階における，50m以上の長
距離通信，階間通信，複数表示器の同期，（学校・施設内一斉配信）
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図 4-7 2016年回答者の障害者手帳の有無と評価
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 自由文の入れ込みに加え，デフォルトで文章を入力しておきそれをボタンつで再生す
る機能（即時災害時対応一般）
 緊急地震速報の受信（地震発生直後の対応）
なお，上記以外に当該システム自体の改善ではなく，使用する携帯端末がフィーチャーフ
ォンからスマートフォンに移行し，音声入力が標準化され，機能も安定してきた。これによ
って，音声入力による情報発信も可能になった。また，晴天の屋外では表示は見えにくくな
るが，屋外使用の場合，必要であれば，ブレードをつけることで見えやすくなった。しかし
この場合，見える角度が狭くなり正面近くでないと読めなくなるという問題点も明らかにな
った。
5-2 施設に合わせた展開
⑴ 病 院
通常時の呼び出し番号の表示，お知らせの表示に加え，災害時の緊急情報発信を行える。
この使用法に加え，パンデミック時の来院患者との通信にも活用可能である。感染力の強い
疾病に感染した可能性のある患者を直接治療する前の症状の聞き取りや部屋への誘導などに
関わる人間を少なくし，簡易な入れ込みを医師の端末から行うことで，表示器の指示によっ
て患者を誘導することは，感染の拡大，緊急時の人員不足の改善の双方の観点から有効であ
ると考えられる。これは，インフルエンザパンデミックへの医療対応のあり方を検討する当
時の独立行政法人国立病院機構災害医療センター臨床研究部原口義座氏の発案で，実証実験
を実施したが，その最中に東日本大震災が発生し実証実験そのものが中断となった。
⑵ 聴覚支援学校
聴覚支援学校においては通常時の連絡に関しては学校内の音声放送に変わるものとしての
使用，来校者へのお知らせなど使用の機会は多くある。加えて，災害時を始め，緊急の知ら
せに関しても有用である。協力教員のご提案で，階間通信，ならびに，50m以上の安定し
た通信を実現でき，全校への情報発信基盤を開発することができた。
⑶ その他（今後求められる場所・施設）
LED表示器は10年を経て街中に多く掲示されるようになった。駅の構内や電車内にある
LED表示器に，緊急時の情報を流して欲しいという聴覚障害者からの要望は我々の調査時
に多く寄せられた。これは災害時というより毎日の生活の中で，小さな異変を知らせて欲し
いという要望である。遅延の情報など，乗車中に異変があった際に音声放送が流れるが，聴
覚障害者にはそれが伝わらないことが多い。周りの乗客には聴覚障害はわからないので，誰
かが知らせてくれるはずもなく，しばらく電車が動かなくなってから，何かが起きたと思う
ということになる。外国人観光客も同じ状況だと考えられる。また，災害時に関しては，自
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動販売機など市中に設置された機器との連携も有用であろう。
5-3 ユニバーサルデザインへの展開
これまで記載したように，実証実験において聴覚障害者だけでなく健聴者も含め，有用な
機器として携帯端末と LED表記器の連携システムは評価された。加えて，実際的な運用と
してはこれまでの検討以外にも屋外の夜のイベントにおける使用など，電源確保のできない
場所における使用の可能性もある。夏の花火大会の際の事故，天候の急変などに対応するた
めに，マイクのみではなく，表示器の使用も有用だろう。他にもコードなしで表示可能な表
示器には，どこでも電源なしにフレキシブルな使用可能性がある。東京オリンピックを控
え，屋外のイベントや増加する外国人観光客への注意喚起の情報対応も多くなると想定され
る。防水に関しても，一部対応機器も作成した。
また，表示器に情報を送る携帯端末自体の機能強化がこの機器の使用をより簡易なものと
した。音声入力の精度の向上である。加えて機械翻訳技術の進歩により，単語レベルの翻訳
の精度は向上しつつある。災害時の「××へ逃げろ」レベルなら自動翻訳を通した発信も可
能になるだろう。
今後開発機器をユニバーサルな環境での使用とするために，慢性期において，通信環境が
日常時に近くなった場合は，各自のスマートフォンへの情報配信を行い，視覚障害者用には
読み上げ機能を利用しそれを読み上げ機能で発信することも考えられる。
．聴覚障害者のための情報機器の開発から垣間見られる情報化社会における情
報の脆弱性
6-1 災害時における情報弱者
以上の開発を通じて，改めて災害時における情報弱者とは誰なのか，どんな情報が届きに
くいのかを確認し，情報弱者に役に立つ内容の発信に関して，今日の情報化社会における情
報伝達の脆弱性に関して考察を進めたい。
高齢者，障害者，乳幼児，傷病者，日本語が不自由な外国人など災害時に自力で避難する
ことが困難な人を災害時要援護者とし，2005年月に内閣府は「災害時要援護者の避難支援
ガイドライン｣
10)
を定めた。図 6-1 に，災害時要援護者の定義を示す。
このガイドラインの中で全国の自治体に災害時要援護者名簿の作成や避難支援の取り組み
方針を策定するよう呼びかけていたが，2011年の東日本大震災では多くの高齢者が犠牲とな
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10) 『災害時要援護者の避難支援 ガイドライン』2005年月内閣府（http://www.bousai.go. jp/
taisaku/youengo/060328/pdf/hinanguide.pdf）。
った。2011年の東日本大震災においては，被災地全体の死者数のうち65歳以上の高齢者の死
者数は約割であり，障害者の死亡率は被災住民全体の死亡率の約倍に上った。災害時要
援護者名簿を作成済みの自治体も64％（12年月時点）にとどまっていることから，政府は
ガイドラインの見直しを決定し，2013年月の災害対策基本法の改正においては「要配慮
者」，「避難行動要支援者」として，避難行動要支援者名簿の作成を市町村に義務付けるなど
改定を行った
11)
。自然災害発生時，特に地震に伴い発生する津波の発生時においては，緊急
かつ着実な避難指示が伝達されるよう，各種情報伝達の特徴を踏まえ，防災行政無線（戸別
受信機）や広報車による情報伝達，携帯端末による緊急速報メール発信など複数の手段の使
用に言及している。
市町村には，2013年災害対策基本法の一部改正
12)
で，避難支援が必要な人の連絡先などを
リスト化した「避難行動要支援者名簿」の作成が義務付けられた。災害時には掲載者の同意
がなくても名簿を警察や民生委員，その他の避難支援者に開示できるとしている。しかる
に，2016年月14日熊本県の震災では，名簿さえ活用されなかったという報告がある。「災
害弱者の支援名簿，有効活用を 熊本地震受けて｣
13)
（朝日新聞 2016年月12日）による
と，「地震規模も小さく実質的な被害がなかったので，不要と判断」と久留米市役所から名
簿の活用がなかった理由の回答があったという。記者が「名簿活用には『情報伝達』も含ま
れているかと思うが，視覚・聴覚障害をはじめとした『情報保障』が必要な方に対して，避
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11) 『避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針』，2013年月内閣府（防災担当）（http:
//www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/h25/pdf/hinansien-honbun.pdf）。
12) 『災害対策基本法』2016年月20日公布（平成二十八年法律第四十七号）改正（http://elaws.
e-gov. go. jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail? lawId=336AC0000000223&opener
Code=1）。
13) 「災害弱者の支援名簿，有効活用を 熊本地震受けて」朝日新聞，アピタル・樋口彩夏 2016年
月16日（https://www.asahi.com/articles/SDI201605166521.html）。
図 6-1 災害時要援護者（The Weakness against Disaster)
難所情報を伝える配慮が必要だったのではないか」と質問したところ，「避難指示レベルで
あれば講じると思いますが，今回はあくまでも自主避難なので。義務付けられているのは，
名簿の作成までです。」という回答であったという。毎日新聞
14)
（2016年月31日）による
と，熊本市は県警に，御船町は社会福祉協議会，宇城市は警察と消防に名簿を開示した。益
城町も名簿を作成していたが，庁舎が被災し一時立ち入り禁止になったため，名簿を見られ
なくなった。このように，災害時要支援者に対しては，東日本大震災の際の教訓は熊本地震
の際にも生かされたとは言えない部分がある。2017年月日 一般財団法人全日本ろうあ
連盟 聴覚障害者支援について緊急要望を出した
15)
。
そして，この名簿の情報つに表されるように，災害時の要支援者対応は，なかなか進ま
ない。開発機器の実用に関してもこのような対応と同じく停滞する傾向にある。
6-2 求められる発信への配意
我々は日常生活の中で多くの情報に囲まれている。地球の裏側の情報さえ，リアルタイム
で入手可能である。インターネットを通じて，人と人，人とモノがつながる現代の生活は多
くのものを我々に与えているが，その接続が切れた途端に，人はインターネットがなかった
時代にも増して情報の欠如した状況に置かれる。災害時がそれに当たる。日常の行動範囲が
広がる一方で自分の周囲にいる人に対する情報，その地域の情報に関しても，現代人は知っ
ているとは限らない。避難所の場所を知らない，または，名称はわかってもそこに行ったこ
とがないということもある。勤務先から徒歩では自宅に帰れない人も多い。
ライフラインを確保するためにも，不安を柔らげるためにも視覚に訴える機器は有用であ
る。夜の暗さの中でも見えるため，トイレの方向を示す「→」の点灯というような対応も可
能である。高齢者にも繰り返しスクロールする，あるいは表示を続けることで，聞こえにく
かったり，忘れたりすることの少ない環境とすることができる。
また，インターネット環境の復旧した後でも，上記に記載したようなその場所に限定され
た情報発信という以外にも今日的な課題解決に役立つ。いつでもどこでも誰でもという今日
の情報発信は便利であり，東日本大震災の際にも SNSによる情報の受発信が役に立ったと
いう報告は多い。twitterは，地震発生から時間以内に東京からだけで毎分1,200件以上の
ツイートが投稿され，地震の翌月12日の新規加入者数は57万2,000人にのぼった（吉次
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14) 「熊本地震 弱者安否，民間が確認 益城町庁舎被害，事前名簿使えず」毎日新聞，2016年月
31日 西部朝刊。
15) 全国ろうあ連盟，2017年月日（木）内閣府（防災担当），総務省（地上放送課），日本放送協
会，日本民間放送連盟に対して「聴覚障害者支援について緊急要望」（連本第170262号）を提出し
た（https://www.jfd.or.jp/2017/07/06/pid16583）。
2011
16)
）。その一方でコスモ石油の火災に関するデマを始め SNSなどによるデマの拡散も起
きた。発生後に被災地で流れた「外国人犯罪が横行している」とのデマについては東北学院
大の郭基煥氏が仙台市民に調査したところ，割以上がデマを信じていたとする結果が出
た
17)
。
SNSによる情報受発信の意味を理解しつつ，一部の責任者による情報発信の重要性もこ
こに生じてくる。「冷静に選択」と言われても，何をどう選択するのかは難しい。避難所に
いる不安な人々の中で，管理者は表示器を使用して情報を流すことができる。このように場
合によっては，「誰でも」でない情報発信が有効であることがある。どこに被害があったの
か，何が危ないのかというような情報は，施設責任者を通して表示器を通して被災者に伝わ
ることで，情報選択の基準を与え，安心を届けることができると考えられる。そしてこれ
は，聴覚障害者のみでなく，一般的に使用できる開発機器の活用の利点である。災害時には
多忙な責任者にとっては簡易な操作性を持つ，そして情報を受け取る人にとっては安心を促
仕組みが必要である。
便利さを追求する一方で，我々に必要なのは，足元を見る思考である。障害者は一部の特
別な人であるのでなく，特徴を明確に持つ人であって，障害者に対応する仕組みは自ずと他
の多くの人にも有益となる。
災害時における混乱は情報化社会に氾濫する実際に手にとって見られない情報というもの
の不確実さ，人の不安の広がりの助長をしかねない。誰でも同じように情報発信ができ，グ
ローバルな広がりを持つこのような仕組みを手放しで享受するのでなく，時に必要に応じ
て，専門家の主導の可能な，またローカルな情報発信の手法も現代社会の危機管理の上では
重要である。
6-3 表示される文章に関する課題──やさしい日本語の必要性
システム改善の結果，スクロールをするので情報自体は長くとも配信可能であるが，一度
に目に入る発信情報文字という画面の文字数に合わせて，読みやすくする工夫をした。併
せて，いざという時にボタンつで最初の情報を発信できるように機器にデフォルトで文章
を入れておけるようになった。
ではどのような文章を入れておくのが望ましいのか。器を作成しただけでなく実証の過程
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16) 吉次由美「東日本大震災に見る大災害時のソーシャルメディアの役割〜ツイッターを中心に〜」
放送研究と調査（月報），2011年月号，NHK放送文化研究所。
17) 高橋昌紀・本橋敦子「東日本大震災 震災後のデマ「信じた」割超す 東北学院大，仙台市民
調査」毎日新聞，2017年月13日 東京朝刊）（https://mainichi.jp/articles/20170313/ddm/004/
040/009000c）。
で検討してきた。端的に表現しようとするために，災害時は特に漢字熟語の表現が使われる
傾向にある。「火災発生」「緊急避難」など，短い表示で，表意文字である漢字を用いること
で，一目で情報が伝わるからである。しかし，これは日本人にとってということで，外国人
にはわかりにくいということになる。日常会話が可能な在日外国人，留学生であっても，特
に口頭の場合聞きなれない言葉に思える表現もある。災害時の日本語がわかりにくいという
報道が東日本大震災の際にも，熊本の震災の際にもあった。「高台に避難してください」と
いう津波の時の防災無線やラジオの呼び掛けが，宮城県南三陸町のフィリピン人にはほとん
ど理解されていなかったという河北新報の報道
18)
があった。同じ課題は熊本でも起きた
（yahooニュース
19)
）。「給水」「配給」といった言葉は日常会話ができる外国人にも難しく，
不安を抱え避難所を退去した人も多数いたという報道である。「給水」「配給」「物資」とい
った言葉は日常会話ができる外国人にも難しく，不安を抱え避難所を退去した人もいたとの
ことである。
日常会話ができても，だからと言って災害時の日本語がわかるわけではない。漢字の連想
ができない場合，「kyusui」，「haikyu」，「bussi」は新しい言葉である。そして，自分のこと
で精一杯な状況下で周りの日本人はこの在日外国人の状況は理解できないことが多い。日常
会話ができるのであれば，基本的な生活の言葉はわかると考えてしまう傾向がある。
ここに「やさしい日本語」を使う必要性がある。「やさしい日本語」に関しては自治体に
おける検討は始まっている。横浜市は「やさしい日本語で伝える」という小冊子を発行して
おり，既に第版となっている。文例集も横浜市のホームページ
20)
から見られる。またそも
そもどんな単語や表現が「外国人にわかりにくい」のかが多くの人にはわからない。使用し
ている文言がやさしい日本語に当たるかチェックするシステム「やんしす」（YAsashii
Nihongo SIen System
21)
）もある。埼玉県も災害時の「やさしい日本語」を推進し，ホーム
ページにやさしい日本語の分の作り方を掲載している
22)
。
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18) 「＜アーカイブ大震災＞「避難」言葉の壁厚く，逃げる その時（）外国人（宮城）」河北新
報，2016年02月17日（http://www.kahoku.co.jp/special/spe1168/20160217_02.html）。
19) Yahoo! JAPAN北九州編集室「外国人を悩ませた災害時の日本語」yahooニュース，2016年11月
12日（https://news.yahoo.co.jp/story/433）。
20) 横浜市ホームページ，横浜市「やさしい日本語での情報発信について」（http://www.city.
yokohama.lg.jp/lang/ej/kijun.html）。
21) やんしす（YAsashii Nihongo SIen System）（http: //www. spcom. ecei. tohoku. ac. jp/~aito/
YANSIS/）。
22) 簡易版「やさしい日本語」（書き言葉）の作り方，埼玉県（http: //www.pref. saitama. lg. jp/
a0306/yasashi-nihongo/kaniban-yasashiinihongo-no-tukurikata.html）。
一方で，やさしい日本語には及ばないが，視覚に訴える表示器を使用することによって
「高台へ避難」→「高い」「逃げる」というように，日本語の基本的な理解ができる外国人の
理解を誘う可能性もある。また，スクロールの際，漢字の短いメッセージに加え，平仮名交
じりのやさしい日本語を配信することもできる。やさしい日本語の要素のつである「ふり
がな」は，開発した表示器には表示機能はないが，動く文字を読むためには小さなふりがな
より，必要な説明文や平仮名表記の記載の加筆も可能である。
今後，表示の内容に関して，長さ，語順，漢字表記に続くやさしい日本語への言い換え文
章の掲示など掲示内容に関しても調査研究を予定する。
．お わ り に
人とモノ，モノとモノがインターネットを通じて繋がっていく社会では，情報伝達におけ
る課題は減少していくように捉えられがちである。しかし，各自個別に情報が届く現代，同
じ空間に身を置く者同士はどうつながっているのだろうか。災害時に自分の端末に緊急情報
が流れてきた場合，その環境の中で，人は果たして周囲と協力して，避難しようと思うだろ
うか。自分に来た情報を元に自分が早く逃げようと思うのではないだろうか。電源が落ち，
インターネットがアクセスの集中で通じにくくなった時，人は人で立ちすくむということ
になったりしないだろうか。災害時には誰もが必死で避難する。その際に，情報発信の担当
者は果たして複数の手段を用い，要支援者の程度に合わせた発信をすることができるだろう
か。少なくとも発生直後から超急性期には，簡単な手段による，より多くの人への通知が可
能な仕組みが求められる。つの機器を使用した複数の対象者への対応があれば，それは災
害時の情報発信の助けとなりうる。加えて，災害時にはたとえば，地震自体は広域にわたる
ものであっても，その影響を受けるのは海沿いか，山の近くかで異なる。注意すべきは津波
なのか，崖崩れなのか，火災なのか。想定される被害は地域個別のものである。また報道自
体も「◯◯丁目で火災が発生しています」というように，避難のためには地域の具体的な
地域名を伝える必要がある。防災無線の必要性があるわけだが，聴覚障害者にとってはこの
情報が表示器にほしい。聴覚支援学校の場合，避難経路の表示がほしい。災害時にはテレビ
で，いつでもどこでも誰でもに広く伝わる情報だけでなく，その地域の人々に限定した情報
が必要となってくる。
我々の開発した災害時の聴覚障害者の情報支援のための表示器は，即時に広域に広がる情
報ではなく，各個人のニーズに合わせた情報でもなく，視野に捉えられる範囲の同じ空間を
共有する人々に一斉に情報を伝える機器である。一斉に同じ掲示を見ることで，同じ状況を
把握し，災害発生直後にはともに逃げようと自然に思え，慢性期にも誰かが遅れることな
く，不利益を被ることなく周りを意識して一緒に配給に並べる共同と安心を目的にしたシス
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テムである。聴覚障害者，高齢者，在日外国人，健聴者，そして音声に変換する機能やブザ
ーの設置も可能であり視覚障害者にも，場をともにする人々に共有される，共通認識をもた
らす仕組みは，災害時のように多くの人がお互い支えあうことで成り立っていくような場で
は有効であると考える。情報化社会にあって，個人に寄り添った情報配信が話題になる機会
が多いが，人が助け合うための情報発信を目的として，研究を進めていきたい。
実際に前出の「阪神淡路大震災における聴覚障害災害時要支援者の調査研究」[]の中で
は，阪神淡路大震災（マグニチュード7.3最大震度）と鳥取西部地震（マグニチュード7.3
最大震度）を比較した場合，諸条件に違いはあり単純な比較はできないが，阪神淡路大震
災の際の情報伝達の不足が目立つと言及している。都市部における災害時の情報と助け合い
は今後ますます大きな課題となるだろう。
12年を経てなお，当該機器あるいはそれに代わる機器の実用化はなされていない。通常時
には邪魔にはならないがなくても支障がない機器は，導入の優先順位が低い。しかし，いざ
という時に備えるために災害時の局地的な情報に関して付加機能のある機器の必要性は，情
報化社会，IoTの時代，第時産業革命と言われ，各個人に通常時に溢れるほどの情報が提
供される今，寧ろ高まっているのである。
謝辞 本研究を推進するにあたりお世話になった宮城県立聴覚支援学校の鳩原潤先生，小暮出先生，
楠達也先生，国立病院機構災害医療センターの矢部多加夫先生，原口義座先生，友保洋三先生，
邊見弘先生，国立病院機構東京医療センターの角田晃一先生，関本壮太郎先生，国立リハビリテ
ーションセンター病院の田内光先生，国立リハビリテーションセンター研究所の中山剛先生，東
京大学名誉教授の伊福部達先生に謝意を表す。（所属は調査当時）
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